
建築計画概要書 作成上の注意点

北九州市内の申請建築物については、福岡県五特定行政庁連絡協議会が平成
23年7月12日に公開している『建築計画概要書 作成上の注意』の内容と併せ、本
資料で例示している内容についても記載いただきますようお願いいたします。

北九州市 都市戦略局 指導部 建築審査課

令和７年３月２８日

※建築計画概要書の記入事項の訂正、加筆を行なった場合は、
訂正、加筆したもののコピーを提出してください。

※概要書には、印鑑を押印しないでください。
（押印したもののコピーも不可です。）

（本資料の対象：北九州市内の申請建築物）
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建築計画概要書 第一面の記入例及び注意事項

建築士の【ロ．氏名】、【ハ．建築士事務所名】は、
建築士・事務所登録内容のとおりに記載してください。
（以下、同様。）
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建築計画概要書 第二面の記入例及び注意事項

【１．地名地番】、【２．住居表示】において、
地名に「字」が含まれる場合は、「大字○○」のみ記載し、
「字○○」は記載しないでください。

小数第３位を
切り上げて算出してください。

建蔽率を緩和する場合は、下記のように緩和理由を
記載してください。

（記載例）
・敷地の両側（北、南側）での接道により1/10割り増し
［北九州市建築基準法施行細則第17条第1号］
・地区計画（○○地区）により○/10割り増し

【イ．幅員】、【ロ．敷地と接している部分の長さ】において、
２面以上の道路の幅員が同じ場合は、幅員が同じ道路の
接道長さの合計値を記載してください。

市街化調整区域の場合、【ロ】「指定な
し」、【ハ】「200.00」、【ニ】「70.00」と記載
してください。［H16.2.23北九州市告示第
53号］

※【ヘ】、【ト】は、都市計画法上の容積
率、建蔽率も踏まえ、建築可能な数
値を記載してください。

小数第３位を
切り上げて算出してください。

中間検査を適用除外とする場合は、
（特定工程）欄にその理由を記載してください。

記載例：適用除外
（建設住宅性能評価書取得予定）等

※ 特定工程がない場合は、「なし」と記入。

北九州市都市戦略局開発指導課との協議により、
都市計画法の適合証明書の添付を省略する場合
は、「都市計画法の適合証明書省略」、宅地造成
及び特定盛土等規制法の適合証明書の添付を省
略する場合は、「盛土規制法の適合証明書省略」と
記載してください。
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※付近見取図と配置図は、上記の様にそれぞれ別紙でも構いませんので、
文字、数字等が判別できるよう、わかり易く作成してください。なお、付近
見取図と配置図を別紙で作成した場合は、第三面の様式は添付不要です。

※Ａ４版で作成してください。

建築計画概要書 第三面の記入例及び注意事項

記入例及び注意事項は、
Ｐ.４を参照してください。
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建築計画概要書 第三面配置図の記入例及び注意事項

縮尺 １：○○○

県条例第5条のがけがある場合は、

その安全状況を記載してください。

崩壊のおそれがある場合は、安全上

の措置等を記載してください。
（隣地の擁壁、法面等も同様。）

道路中心線

セットバック内に既存の門塀等がある場合は、
門塀等を撤去する等の措置を記載してください。
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前面道路の幅員が一定でない場合は、
最大幅員から狭い方向へ道路境界線
上で２ｍ移動した位置の幅員を前面
道路幅員として、記載してください。


